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　平素より八十二銀行をご利用、お引立ていただき、誠にありがとうございます。
　当行は昭和６年の創立以来、地域の金融機関として地域経済の発展とともに成長し、今日の基盤を築き上げてまいりました。これもひとえ
にお客さまや株主の皆様、そして地域の皆様の永年にわたるご支援の賜物と深く感謝しております。
　当行についてのご理解をより一層深めていただくとともに、平成29年9月期の業績、営業内容をできるだけわかりやすくご紹介するため
「八十二レポート2017.9」を作成いたしました。皆様のご参考になれば幸いに存じます。
　わが国経済は、海外経済の緩やかな回復に伴い輸出が持ち直したほか、企業の設備投資を中心とした国内需要も改善しました。企業収益や
所得・雇用環境においても底堅さが見られ、全体として緩やかな回復基調が続きました。当行の営業基盤である長野県経済においても、国内
需要の改善や海外経済の回復を背景に、生産や設備投資は持ち直しの動きが続きました。個人消費は、大型小売店で食料品が堅調に推移し
たほか、自動車販売も軽自動車の需要が回復し前年を上回りました。一方、公共投資は市町村発注の工事が一服し弱含みました。住宅投資で
は貸家需要の伸びがやや鈍化し、新設住宅着工戸数は前年割れとなる月が多くなりました。
　こうした経済環境のもと、平成27年度から平成29年度までの3カ年を計画期間とする第30次長期経営計画「地域活力創造銀行への変
革」を進めております。地方創生の重要性が高まるなか、「地域活力を創造する」「お客さま利便性を進化させる」「企業力を向上させる」の３
つをテーマに掲げ、地域の発展に向けて全力で取り組んでおります。「地域活力を創造する」ことを目指し、計画期間における目標値として掲
げた『工場・研究所等の立地件数』および『長野県内創業支援先数』につきましては平成29年9月末で達成することができました。「お客さ
ま利便性を進化させる」取組みとしましては、新営業店端末の全店舗導入が完了し、キャッシュカード類の店頭即時発行も開始しました。引き
続き、証券・リース・カード・保険業務等への踏み込みを強化し、事業領域を拡げ「企業力を向上させる」取組みも強化してまいります。
　皆様からのご期待にお応えできるよう、役職員一丸となって努力してまいります。今後とも一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

平成29年12月 

名　　　称　株式会社八十二銀行
本店所在地　〒380-8682 
               　 長野市大字中御所字岡田178番地8
電 話 番 号　026（227）1182
創　　　立　昭和6年8月1日
拠　　　点　国内　151店舗
               　本支店142（長野県内122）
               　出張所  9（長野県内   9）
               　店舗外現金自動設備227ヵ所
　　　　　　海外　支店1（香港）　
 　　　駐在員事務所4
                           （大連、上海、バンコク、シンガポール）

従 業 員 数   　    3,232人
資　本　金          522億円
発行済株式数     511,103千株
総　資　産      9兆904億円
純　資　産       7,108億円
預 金 残 高  6兆4,056億円
貸出金残高　 4兆9,551億円
総自己資本比率　連結21.27％（速報値）
（国際統一基準）   単体20.36％（速報値）

（平成29年9月30日現在）

取締役頭取 湯本 昭一
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八十二銀行 ８つの輝き

『日本の真ん中で 輝いている銀行』

経営理念

八十二銀行のありたい姿（長期ビジョン）

第30次長期経営計画『地域活力創造銀行への変革』
（平成27年4月～平成30年3月）

『健全経営を堅持し、もって地域社会の発展に寄与する』

　経済のグローバル化・高度化への対応、八十二銀行ならではの強みの確立、コンプライアンス・内部統制の強化など経営の質向
上、職員がいきいきと輝く組織づくりなど、総合的な企業価値の向上に取組み、永続的に発展する銀行を目指します。

　当行は、平成27年4月より平成30年3月までの3年間を計画期間とする第30次長期経営計画「地域活力創造銀行への変革」
を策定し、取り組んでいます。

8つの輝き

目標とする経営指標（平成30年3月）

長期的経営指標 ROE： 5％以上

八十二銀行の“輝く姿”を、お客さま、地
域、財務、組織風土などの視点から捉
え、8つの輝きとして掲げます。

地域活力を創造する
■ 地域産業競争力の強化
■ まちづくり・ひとづくりへの
　貢献

お客さま利便性を
進化させる
■ お客さま接点の強化
■ お客さま対応力の向上

企業力を向上させる
■ 収益源の多様化
■ 環境経営の深化
■ 従業員の活躍フィールド拡大

200億円当期純利益
（単体） 1.2倍連単倍率

（当期純利益） 40％株主還元率

経営理念『健全経

経営方針



　地域貢献の一環として、小・中・高等学校の児童・生徒
の職場見学を積極的に受け入れています。
　金融経済の仕組みや銀行の社会的役割などについての
講義のほか、模擬紙幣を用いた紙幣の数え方の体験など
を通じ、金融に関する
知識や情報を正しく
理解し主体的に判断
するための金融リテ
ラシー向上に貢献し
ていきます。

地方創生応援私募債

　教育・文化施設への学術用品などの寄贈と、お
客さまの資金調達を組み合わせた地方創生応援私
募債を通じて、
次世代を担う人
材育成を支援し
ています。

次世代経営者セミナー

　平成29年５月、県内の若手経営者33名を対
象に実施した次世代経営者セミナーの修了式を
信州大学松本キャンパスで行いました。信州大
学経法学部が開発した教育プログラムを採用
し、経営に関す
る知識習得を
行うもので、本
セミナーを通じ
て地域経済を
担う人材育成を
支援しました。

　長野県内の森林を整備する「八十二の森」活動、「特
定外来生物アレチウリの駆除活動」など、生物多様性を
保全する活動を積極的に行っています。
　平成29年度上期、「八十二の森」活動は５ヵ所６回の
活動で延べ572名、
アレチウリの駆除活
動は６ヵ所11回の活
動で延べ223名の役
職員が参加しました。

　当行は、「健全経営を堅持し、もって地域社会の発展に寄与する」を経営理念に掲げ、役職員一人ひとりがお
客さま・地域社会の発展に貢献し、企業の社会的責任を果たしていくことが使命であると考えています。

　八十二銀行グループは、地域産業の競争力強化のため、地域の発展につながる取組みを行っています。金融・非
金融両面から地域の「ひとづくり」と「まちづくり」に貢献していきます。

菁菁塾（せいせいじゅく：
職員向け自己啓発用講座）
では、中国出身留学生によ
る中国語講座を開催。
平成28年度より一般のお
客さまも参加いただけるよ
うになりました。

　教育分野における社会貢献と、取引先企業の海外事業展
開を見据えた国際的な人脈づくりを目的に、平成24年度
に創設しました。長野県内の大学院へ進学を志す諸外国か
らの留学生に対し、2年間奨学金を支給しています。

　平成29年６月、東日本大震災以降本支店に備蓄してい
た災害備蓄用のパン8,212缶を、特定 NPO 法人フードバ
ンク信州様へ寄贈しました。
　賞味期限到来に伴う入れ替えに際し、有効活用方法を長
野県健康福祉部に相談したところ、生活困窮者支援を行っ
ている特定NPO法人
を紹介していただき
ました。

奨学生　延べ 17名（平成29年9月末時点）

取扱実績  30件 /18.2億円（平成29年度上期）

CSR（企業の社会的責任）への取組み地域活力創造に向けた取組み

地域の「ひとづくり」への取組み 地域の「まちづくり」への取組み

公共施設マネジメント

　地方公共団体では、公共施設の老朽化や人口減少による施
設利用の需要低下などの課題に対応するため、民間ノウハウ
を活用した公共施設運営や整備などが必要となっています。
　当行は、こうした公共施設の効率的な管理や有効活用とい
った地方公共団体のマネジメントをサポートするため、
八十二リース株式会社などと連携し不動産リース手法を応用
した仕組みの紹介を開始しました。

　地方公共団体に代わって民間が施設の所有や整備を行うた
め、財政負担の軽減・平準化が図られます。
　当行では、リース手法の活用のほかPFI※など民間資金を
活用した提案を実施しています。公共施設の将来を見据えた
支援を通じて「まちづくり」に積極的に取り組んでいきます。
※PFI（Private Finance Initiative）：公共施設の整備・運営を民間の資金や経営能力を活用して行う手法

相談フロー

リース会社

地方公共
団体 共有

相談

スキーム
紹介・提案

リース手法を活用し、公共施設のマネジメントを地方公共団体に代わって手掛ける仕組みです

公共施設の集約化 公共施設の複合化 公共施設の転用

老朽化・耐震化への対応
施設の効率的利用
総量削減

維持管理コストの削減
コンパクトシティ化
BCP対策

用途転換による有効活用
地域活性化

公営住宅

公営住宅 地方公共団体
庁舎（老朽化） 学校（廃校）

公営住宅

活用イメージ

宿泊施設
飲食施設

飲食・小売施設

子育て支援施設
役所・役場機能

飯田市「大平峠県民の森」

金融経済教育

八十二留学生奨学金制度

生物多様性保全活動

災害備蓄用パンを寄贈



資金調達のサポート アジア各国で最新情報を提供

　お客さまの経営パートナーとして、さまざまなライフステージに合わせた経営課題解決のお手伝いをしています。
「地域活力創造銀行」を目指し、お客さまの事業をサポートしていきます。

創業・開業期 成長・安定・成熟期 経営改善・事業再生期

経営改善・事業再生支援
　経営に課題を抱えるお客さまに対して、融資部企業支援
室・調査グループと営業店が一体となり、経営改善計画の
策定と実行を積極的に支援しています。
　また、厳しい事業環境下にある中小企業の事業再生支
援を強化すべく、
平成28年6月に
「信州みらい応
援2号ファンド」
を設立し、経営
改善をサポート
しています。

地域産業成長支援
　お客さまの新規事業展開や販路拡大を支援するため、さ
まざまなビジネスマッチングの機会を提供しています。
　食の分野では、各種商談会の企画・開催を通じ、お客さま
の支援に取り組んでいます。平成29年７月には、「ビジネス・
サミット 2017～東
海・北陸『食』の大
交流会～」に共催
参加し、当行の出
展企業９社の商
談をサポートしま
した。

事業承継・Ｍ＆Ａ
　後継者への円滑な自社株式の承継や、戦略的な事業の
選択と集中など、高度化する事業承継とM&Aニーズにお
応えするため、専門的なサポートチームがワンストップで
お客さまの課題解決をお手伝いしています。

香港支店

シンガポール駐在員事務所

バンコク駐在員事務所

インド
ICICI銀行
インドステイト銀行

インドネシア
CIMBニアガ銀行★

ベトナム
ベトコムバンク★

フィリピン
BDO銀行★

台湾
中國信託商業銀行

カンボジア
カナディアバンク

ラオス
ラオス外国貿易銀行

タイ
カシコン銀行★

マレーシア
CIMB銀行

上海駐在員事務所

大連駐在員事務所駐在駐在駐在駐在駐在員事務所員事務所員事務所員事務所所所所所所所所所連駐在連駐在連駐在連駐在連駐在連駐在連駐在連駐在連駐在連駐在大連駐大連駐大連駐大連駐大連連駐連駐連駐連駐連駐中国
中国工商銀行
中国銀行★当行の行員が常駐しています。

オーストラリア・ニュージーランド銀行
Banamex（メキシコ）

その他提携銀行：

当行のアジア拠点と
提携銀行 開催年月 開催地 開催内容

平成29年5月 タイ・バンコク タイ日系企業ビジネス交流会

　　　　 6月 長野市 グローバル人材活用セミナー

　　　　 6月 香港 香港・華南地区 日系企業ビジネス交流会

　　　　 7月 中国・上海/
蘇州/大連 中国主要都市ビジネスセミナー

　　　　 9月 中国・大連 地方銀行合同ビジネス商談会

　　　　 9月 長野市 海外安全対策セミナー&新輸出大国
コンソーシアム事例紹介セミナー

　　　　 9月 ベトナム・ホーチミン
フィリピン・マニラ 長野県観光セミナー・商談会

〈主な取組み〉

　アジア各国でセミナーや商談会を開催し、現地の最新情報
の提供や販路開拓支援に取り組んでいます。
　国内では JETRO（日本貿易振興機構）やJICA（国際協力
機構）と連携し、グローバ
ルな事業展開に必要な外
国人材の雇用や海外での
安全対策に関するセミナ
ーを開催しました。

　海外進出にあたっての資本金や、現地法人の設備投資、貿
易代金の決済などお客さまのグローバル展開に伴う資金ニ
ーズに、さまざまな方法で対応しています。
　香港支店では、タイバ
ーツ建、人民元建融資の
取扱いなど、東南アジア
や中国本土のお客さまに
向けた直接融資（クロス
ボーダー融資）にも対応し
ています。

起業・創業支援
　起業・創業に関心のあるお客さまをワンストップかつス
ピーディーに支援しています。平成28年７月に地域特化型
購入型クラウドファンディング「ＣＦ信
州」の取扱いを開始し、長野県の地域
活性化に取り組む事業者をサポートし
ています。またフェイスブック、グーグ
ルでの SNS 広告を開始し、長野県内
での創業を希望する県内外のお客さ
まを幅広く支援しています。

長野県内起業・創業支援件数　127件（平成29年度上期）

グローバル化への対応グローバル化への対応

事業承継コンサルティング M&Aアドバイザリー

お客さま

現状分析・課題の抽出
プランの検討・プランの策定等

事
業
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ズ

ア
ド
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ス
委
託

ア
ド
バ
イ
ス

実
施

お客さま

M&A
対象企業

・士業専門家
相手先の発掘・相手先への提案
M&A条件整理・交渉全般助言等

発掘・提案
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法人のお客さまへ



進学・就職　結婚・出産　住宅取得 子ども進学 退職・年金受取・相続

　iDeCo（個人型確定拠出年金）はセカンドライフに向けた
資金を積み立てていただく新しい年金制度です。掛金が全額
所得控除の対象になるなど節税が期待
できます。当行では20商品の中から自
由に商品を選んでいただけます。
　ご加入をご検討の際には、当行ホーム
ページから「iDeCoシミュレーション」
で節税メリットをご確認いただけます。

　個人のお客さま向けセミナーを各地で開催しています。資産運
用をはじめ、生活設計・家計見直しのヒント、相続や贈与など多彩
なテーマで行っています。平成29年度上
期は57回開催し、延べ約800名のお客
さまにご参加いただきました。
　各地の82プラザでは専門家による「個
別相談会」を開催し、お客さまの多様なニ
ーズにお応えしています。

　入学金や授業料、仕送りなどお子さまの卒業ま
でに必要な教育資金を、必要な時にその都度、ATM
やインターネットバンキングでお借入れいただけま
す。
　お仕事などで平日の
ご来店が難しいお客さ
まにもご利用いただき
やすくなりました。

　平成30年1月にスタートする「つみたてNISA」は、投資
経験のない方も少額から資産形成を始めていただける有効
な手段です。当行では、制度の特性を勘
案して、購入時手数料無料かつ低コスト
で運用できる商品を「つみたてNISA
専用ファンド」として7ファンドご用意
しました。平成29年10月より口座開
設受付を開始し、幅広く制度のご案内
をしていきます。

～もっと便利に！もっと使いやすく！～

　クイックカード等を窓口で新規にお申込み、または再発行される場合、その場でクイックカード等をお受け取りいただく
ことができるようになりました。
　これにより、お客さまはお手続き後すぐにカードをお使いいただけるようになり、一層便利になりました。

①個人・個人事業主のお客さま
　・窓口でご本人がお手続き
　・顔写真付本人確認書類をご提示
②法人のお客さま
　・窓口で代表者の方がお手続き
　・代表者の方の顔写真付本人確認書類をご提示

①八十二ICクイックカード
②個人向けインターネットバンキングご利用カード
③法人向けネットEBサービスご利用カード
④ワンタイムパスワード生成機（トークン）
※上記以外のカード等は、郵送でお届けします。

　「硬貨によるお引出し」「投入金額の一部のみのご
入金」「振込時の依頼人名変更」など、新機能を加え
ました。
　また、ATM 初期画面のキャラクターを、当行オリ
ジナルキャラク
ター「はちにの
8ちゃん」と長野
県 PRキャラク
ター「アルクマ」
に変更しました。

　「はちにのフリーローン」と「カードローン＜はちにのか
ん太くんカード＞」について、お申
込みからご契約までご来店・書
類記入不要でお手続きいただけ
る｢WEB契約｣を導入しました。
　平日のご来店が難しいお客さ
まのニーズにお応えしています。

～もっと便利に！もっと使いやすく！～

ＡＴＭ機能のレベルアップ WEB契約の取扱開始クイックカード等の即時発行

　お客さま一人ひとりのライフステージに合わせた商品・サービスのご提供を通じ、生涯にわたる良きパート
ナーを目指します。個人のお客さまへ

お客さま

ATM

▼すぐにご利用可能

インターネットバンキング

▼翌日からご利用可能

・申込書
・運転免許証等の
　ご提示

・クイックカード
・インターネットバンキング
　ご利用カード
・トークン

すぐにお渡し

本支店窓口

即
時
発
行
の

お
手
続
き
条
件

即
時
発
行

対
象
カ
ー
ド
等

即
時
発
行
に
よ
る

お
取
引
イ
メ
ー
ジ

「新・八十二ゆとりプラン個人型」 つみたてNISA 教育カードローン 各種セミナー・個別相談会



平成28年9月期 平成29年3月期 平成29年9月期

（単位：億円、％）うち長野県内店分（比率）貸出金
60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

25,093
（52.6）

47,649

25,744
（52.4）

49,108

25,844
（52.1）

49,551

事業性・消費性資金が増加したことから、前期末比442
億円増加し、4兆9,551億円となりました。

● 貸出金の状況

（単位：億円）経常利益（連結） 経常利益（単体）

平成27年9月期 平成28年9月期 平成29年9月期

300

200

100

0

250

150

50

266

170
197

232

175
202

貸倒引当金が繰入となったものの、実質業務純益が増加
したことなどにより、単体経常利益は前年同期比4億円
増加しました。

● 経常利益の状況

● コア業務純益・実質業務純益の状況

250

200

150

100

50

0

（単位：億円）コア業務純益 実質業務純益

平成27年9月期 平成28年9月期 平成29年9月期

156
178

96

142

98

153

経費の減少などによりコア業務純益は前年同期比1億
円、さらに債券売却益の増加により実質業務純益は同11
億円増加しました。

［コア業務純益］ 一時的な要因に左右されない銀行の本来業務の利益です。
［実質業務純益］ コア業務純益に国債等債券損益を加えたものです。

● 預金の状況

平成28年9月期 平成29年3月期 平成29年9月期

（単位：億円、％）うち長野県内店分（比率）預金
80,000

60,000

40,000

20,000

0

63,117 64,01956,671
（89.7）

58,031
（90.6）

58,339
（91.0）

64,056

公金預金は減少したものの、個人・法人預金が増加したこ
とから、前期末比36億円増加し、6兆4,056億円となり
ました。

● 有価証券評価損益の状況

4,000

3,000

2,000

1,000

0
平成28年9月期 平成29年3月期 平成29年9月期

（単位：億円）株式 債券 その他

3,011

1,081

3,036

597

2,363

211

1,718

74
3,119

85
444

2,588

債券評価益は減少したものの、相場の上昇による株式評
価益などの増加により前期末比83億円増加し、3,119
億円となりました。

● 有価証券残高の状況

30,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成28年9月期 平成29年3月期 平成29年9月期

（単位：億円）国債 その他

27,016

13,336

13,620
13,680

24,650

11,029

26,739

15,859

10,880

国債は減少したものの、他の債券及び外国証券の増加な
どにより、前期末比2,089億円増加し、2兆6,739億円
となりました。

業績ハイライト

300
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0
平成28年3月期 平成29年3月期 平成30年3月期

（単位：億円）

231

155

277

116

中間純利益 当期純利益

122

1.5

1.0

0.5

0
平成27年9月期 平成28年9月期 平成29年9月期

（単位：倍）

1.05
1.13 1.09

目標とする経営指標（平成30年3月）  

［連単倍率］ 親会社の単独決算の利益に対する連結決算の利益  
　　　　　 の割合です。

● 当期純利益（単体） 200億円

● 連単倍率（純利益） 1.2倍
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平成29年9月30日現在

安
全
性

安
全
性

SD・D

R

CC

A+A

海外拠点
香港支店、大連駐在員事務所、上海駐在員事務所
バンコク駐在員事務所、シンガポール駐在員事務所

上越市

新井

信濃町
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田
中

小
諸

御
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田

軽
井
沢
町

長野市 須坂市
小布施

中野市
山ノ内

飯山

高崎

熊谷

太田

大宮

川口

川越

所沢

池袋

新宿

八王子
三鷹

青山 東京
営業部

…複数店舗所在地（本店所在地）
…複数店舗所在地
…店舗名
…北陸新幹線
…JR
…その他鉄道

（注）

　長野市
本店営業部、長野、県庁内、大門町、昭和通営業部（82プラザ）
長野駅前、長野東、七瀬、吉田（三才［出］）、長野南、長野北
東和田、長野市役所、浅川若槻（82プラザ）、朝陽、風間、安茂里
豊野、新町、若穂、南長池、更北、川中島、松代、篠ノ井
今井（82プラザ）
　須坂市
須坂（須坂駅前）、須坂市役所［出］
　中野市
中野、中野西
　千曲市
屋代、稲荷山、上山田、戸倉
　上田市
上田、上田市役所［出］、花園［出］、上田東（82プラザ）、丸子
三好町、塩田、川西、神科、真田
　軽井沢町
中軽井沢、軽井沢
　佐久市
岩村田、佐久市役所［出］、中込、野沢、佐久中央（82プラザ）
臼田、望月
　松本市
松本営業部、松本市役所［出］、松本駅前、深志、清水［出］
南松本（82プラザ）、村井、平田、寿、信州大学前、惣社
西松本、笹賀、つかま、浅間温泉、波田、梓川
ローンプラザ松本
　安曇野市
明科、三郷、豊科、穂高、ローンプラザ安曇野
　塩尻市
塩尻、塩尻西、広丘（82プラザ）
　岡谷市
岡谷（82プラザ）、岡谷市役所［出］、長地
　諏訪市
諏訪（上諏訪駅前）、諏訪南（82プラザ）
　茅野市
茅野、茅野駅前
　伊那市
伊那、伊那市役所［出］、伊那市駅前、伊那北、高遠
ローンプラザ伊那
　飯田市
飯田、飯田駅前、伝馬町（82プラザ）、八幡（飯田東）、天竜峡
上郷、鼎、伊賀良
　上越市
高田、直江津、潟町、ローンプラザ上越

（平成29年11月30日現在）

Tier1比率総自己資本比率〈連結〉 普通株式等Tier1比率
（単位：%）
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4

国
際
統
一
基
準（
8
％
）

平成28年9月期 平成29年3月期 平成29年9月期
（速報値）

20.90 20.6220.08 19.9119.46 19.30
21.2720.68 20.50

● 連結自己資本比率（国際統一基準）の状況 ● 格付
　当行は長期格付について、S＆P Global Ratingsか
ら「A」（金融債務を履行する能力は高い）を、格付投
資情報センター（R＆I）から「A+」（信用力は高く、部分
的に優れた要素がある）の格付を取得しており、当行
に対する高い評価を示しています。

　自己資本比率は金融機関の健全性を測る指標のひとつです。
バーゼルⅢに基づく自己資本比率規制（国際統一基準）では、総
自己資本比率が８％以上必要とされています。当行の総自己資
本比率（平成29年9月期、速報値）は、連結で21.27％となり、
規制水準である８％を大きく上回っています。

1,500
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0
 平成29年3月期  平成29年9月期

（単位：億円、％）
金融再生法開示債権
…破産更生債権及び
　これらに準ずる債権
…危険債権
…要管理債権

…貸倒引当金残高
…担保等保全額

保全状況

101

640
213

498

712
保全率
73.5( )

226

967

127

546
206

475

907 681
保全率
75.1( )

233

危険債権

要管理債権

小　　計

正常債権

総与信残高

破産更生債権及び 
これらに準ずる債権

（　）内は、総与信残高に占める比率

 平成29年9月期

（1.28）

（0.45）

（1.94）

（0.20）

640

226

967

48,744

49,711

101

 平成29年3月期
（単位：億円、％）

（1.08）

（0.46）

（1.80）

（0.25）

546

233

907

49,238

50,146

127

● 金融再生法開示債権と保全状況

（注）1．金融再生法開示債権は対象が貸出金のほか、外国為替、支払承諾見返、未収利息、仮払金、保証付私募債となっています。なお、部分直接償却は実施
　　　していません。
        2．上記の開示額は、差入れられた担保などによる回収を考慮していませんので、当行の将来の損失をそのまま表すものではありません。

営業拠点のご案内経営の健全性
複数店舗所在地一覧



● 中間貸借対照表（平成29年9月30日現在） ● 中間損益計算書
   （平成29年4月1日から平成29年9月30日まで）

● 中間連結貸借対照表（平成29年9月30日現在） ● 中間連結損益計算書
   （平成29年4月1日から平成29年9月30日まで）

◆八十二ビジネスサービス（株）（事務代行業務）　
◆八十二スタッフサービス（株）（労働者の派遣業務）
◆八十二証券（株）（有価証券の売買等）
◆八十二信用保証（株）（信用保証業務）
◆やまびこ債権回収（株）（債権管理回収業務）
◆八十二リース（株）（リース業務）
◆（株）八十二ディーシーカード（クレジットカード業務）
◆八十二システム開発（株）（システム開発）
◆八十二キャピタル（株）（投資業務）
◆八十二オートリース（株）（リース業務）

八十二銀行グループ

平成29年9月期 単体中間決算の状況平成29年9月期 連結中間決算の状況

経常収益
 資金運用収益
（うち貸出金利息）
（うち有価証券利息配当金）
 信託報酬
 役務取引等収益
 特定取引収益
 その他業務収益
 その他経常収益
経常費用
 資金調達費用
（うち預金利息）
 役務取引等費用
 その他業務費用
 営業経費
 その他経常費用
経常利益
特別利益
特別損失
税引前中間純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
中間純利益

科　　目 金　　額

（単位：百万円）

71,073
38,986

（23,480）
（14,119）

1
8,471
78

18,375
5,159
53,549
4,766

（1,302）
4,497
12,765
29,111
2,408
17,524

0
522

17,001
5,443
△ 642
4,801
12,200

（資産の部）
現金預け金
コールローン
買入金銭債権
特定取引資産
金銭の信託
有価証券
貸出金
外国為替
その他資産
有形固定資産
無形固定資産
前払年金費用
支払承諾見返
貸倒引当金

資産の部合計

科　　目 金　　額
（単位：百万円）

1,127,865
19,291
60,324
14,505
61,338

2,673,984
4,955,109
32,930
99,945
29,867
5,021
17,243
32,023

△ 38,960

9,090,490

（負債の部）
預金
譲渡性預金
コールマネー
売現先勘定
債券貸借取引受入担保金
特定取引負債
借用金
外国為替
その他負債
　未払法人税等
　リース債務
　資産除去債務
　その他の負債
退職給付引当金
睡眠預金払戻損失引当金
偶発損失引当金
繰延税金負債
支払承諾
負債の部合計
（純資産の部）
資本金
資本剰余金
 資本準備金
その他資本剰余金
利益剰余金
 利益準備金
　その他利益剰余金
　　固定資産圧縮積立金
　　別途積立金
　　繰越利益剰余金
自己株式
株主資本合計
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等合計
新株予約権
純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

科　　目 金　　額
（単位：百万円）

6,405,666
594,097
150,000
16,759
686,111
4,712

296,623
1,347

103,762
4,712
1,631
16

97,402
9,969
685
1,050
76,811
32,023

8,379,620

52,243
32,570
29,609
2,961

415,126
47,610
367,515

920
344,600
21,995
△ 3,017
496,921
218,088
△ 4,414
213,674

274
710,870
9,090,490

経常収益

 資金運用収益

（うち貸出金利息）

（うち有価証券利息配当金）

 信託報酬

 役務取引等収益

 特定取引収益

 その他業務収益

 その他経常収益

経常費用

 資金調達費用

（うち預金利息）

 役務取引等費用

 その他業務費用

 営業経費

 その他経常費用

経常利益

特別利益

特別損失

税金等調整前中間純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

法人税等合計

中間純利益

非支配株主に帰属する中間純利益

親会社株主に帰属する中間純利益

科　　目

（単位：百万円）

金　　額

91,055

39,103

（23,523）

（14,166）

1

10,188

1,127

35,452

5,182

70,843

4,789

（1,301）

3,500

27,805

31,671

3,077

20,211

0

522

19,688

6,490

△ 768

5,721

13,967

562

13,405

（負債の部）

預金

譲渡性預金

コールマネー及び売渡手形

売現先勘定

債券貸借取引受入担保金

特定取引負債

借用金

外国為替

その他負債

退職給付に係る負債

睡眠預金払戻損失引当金

偶発損失引当金

特別法上の引当金

繰延税金負債

支払承諾

負債の部合計

（純資産の部）

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

株主資本合計

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

退職給付に係る調整累計額

その他の包括利益累計額合計

新株予約権

非支配株主持分

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

（単位：百万円）

科　　目 金　　額

6,394,367

578,947

150,000

16,759

686,111

4,712

304,598

1,347

124,025

12,162

685

1,050

8

79,237

32,023

8,386,037

52,243

34,484

436,802

△ 3,017

520,512

218,938

△ 4,414

3,159

217,684

274

27,583

766,054

9,152,092

（資産の部）

現金預け金

コールローン及び買入手形

買入金銭債権

特定取引資産

金銭の信託

有価証券

貸出金

外国為替

リース債権及びリース投資資産

その他資産

有形固定資産

無形固定資産

退職給付に係る資産

繰延税金資産

支払承諾見返

貸倒引当金

資産の部合計

（単位：百万円）

科　　目 金　　額

1,140,930

19,291

60,324

14,505

61,338

2,670,619

4,905,967

32,930

63,907

126,781

37,741

5,348

24,011

2,125

32,023

△ 45,755

9,152,092
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毎年４月１日から翌年３月３１日
毎年６月に開催いたします。
１００株
 単元未満株式（１～９９株）について、買取制度および
買増制度を実施しております。単元未満株式が証券
会社等の口座に記録されている場合はお取引口座
のある証券会社等に、また、特別口座に記録されてい
る場合は右記までお問い合わせください。
 期末配当金は定時株主総会終了後、中間配当を行う
場合は、取締役会の決議により、それぞれ期末配当金・
中間配当金基準日の株主等にお支払いいたします。
定時株主総会：3月31日　期末配当金：3月31日　
中間配当金：9月30日
そのほか必要があるときは、基準日をあらかじめ公告い
たします。
電子公告により当行ホームページに掲載いたします。
公告掲載ＵＲＬ　https://www.82bank.co.jp/
（事故等やむを得ない事由により電子公告による公
告ができない場合は、信濃毎日新聞及び日本経済新
聞に掲載いたします。）

■事  業  年  度
■定時株主総会
■１単元の株式数
■単元未満株式の 
　買取・買増制度

■ 配 当 金

■基 準 日

■公 告 方 法

■株主名簿管理人及び特別口座の口座管理機関

お電話でのお問い合わせ・ご相談

電話 （通話料無料）
音声ガイダンスにより操作してください。
★携帯電話からもご利用いただけます。0120-82-8682

八十二のハローはちに

◆ 商品・サービスに関するお問い合わせ・ご相談
 　サービス内容により受付時間が異なります。

◆当行へのご意見・ご要望・苦情（お客さま相談室）
 　受付時間／9：00～17：00
　　　　　　 （土・日・祝日及び12/31～1/3を除く）

◆金融円滑化相談時の苦情（金融円滑化苦情窓口）
 　受付時間／9：00～17：00
　　　　　　 （土・日・祝日及び12/31～1/3を除く）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
　 株 主 名 簿 管 理 人
    特別口座の口座管理機関

お 問 い 合 わ せ 先
郵 便 物 送 付 先（注）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  証券代行部
東京都府中市日綱町1-1
電話0120-232-711（通話料無料）
［郵送先］
〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

（ご注意）
１．株主さまの住所変更、その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設
されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。株主名簿
管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取扱いできませんのでご注意ください。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ
信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記の特別口座の口座管理
機関（三菱ＵＦＪ信託銀行）にお問い合わせください。なお、三菱ＵＦＪ信託銀
行の全国各支店におきましてもお取次ぎいたします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払いいたし
ます。

（注）株主名簿管理人および特別口座の口座管理機関の事務拠点の移転に伴い、 
　平成29年8月14日付にて変更しております。

■全国銀行協会相談室
電話 0570-017109 または 03-5252-3772
受 付 日／月～金曜
　　　　　（祝日及び銀行の休業日を除く）
受付時間／9：00～17：00

■証券・金融商品あっせん相談センター　
電話 0120-64-5005
受 付 日／月～金曜
　　　　　（祝日及び銀行の休業日を除く）
受付時間／9：00～17：00

■信託協会信託相談所
電話 0120-817335 または 03-6206-3988
受 付 日／月～金曜
　　　　　（祝日及び銀行の休業日を除く）
受付時間／9：00～17：15

銀行に関するさまざまなご相談やご照会、銀行に対するご意見・苦情を受け付けるための窓口（金融分野における裁判外紛争解決制度）


